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事業計画及び成長可能性に関する事項 

 

当社は、2022年４月に予定される株式会社東京証券取引所の市場区分の見直しに関して、グ

ロース市場を選択する申請書を提出いたしました。グロース市場に上場する会社が継続的に開示

を求められている「事業計画及び成長可能性に関する事項」につきまして、下記のとおり、お知

らせいたします。 

 

記 

 

■ビジネスモデル 
（１）事業の内容 
当社グループは、ゲーム・書籍編集・メディア運営等のコンテンツ事業を祖業として行うとともに、東南アジ

アを中心とした海外において、相対的に規模が大きい Digital Finance 事業およびリゾート事業の２つの事業を

持分法適用関連会社の事業として保有、それらを通じて最終利益を獲得する構造となっております。 
（＊Digital Finance 事業は 2022 年 9 月期より持分法適用関連会社の事業となりました） 
コンテンツ事業は、日本国内を中心としたコミック・ゲームなどのコンテンツに関連する企画・編集・制作を

通じて、商品化・イベント展開を支援することにより、出版社・ゲーム会社・玩具メーカーや小売店などを中心

とした取引先から委託料、ライツ料などを主とした収入を上げる事業となります。 
取引先と当社は中長期的な関係を構築することにより、コンテンツ作品の草創期から携わり、企画段階からパ

ートナーとして関与することで最終的な商品制作を一部受託することや、イベント運営・Web・SNS 等のメデ

ィア運営を請け負い、コンテンツや商品の普及や海外事業展開など、幅広く事業化を支援しております。また直

近ではこれらの権利者とのつながりと長年の商品企画制作ノウハウを活かして人気コンテンツの書籍やゲーム

などの出版を当社自身が手がけ、ユーザーに直接販売する自社制作事業を開始拡大しております。 
コンテンツ事業の例として、トレーディングカードゲーム（以下、TCG）に関しては、大手出版社・玩具メ

ーカーと共に日本有数のタイトルを業界の草創期から企画・制作しており業界内では確固とした地位を築いてま

いりました。TCG 開発では日本最大のシェアを確保しており、ゲームメーカーからゲームルールの策定からカ

ードデザインなどを一括してゲームメーカーから受注し、開発・制作・納品するとともに、プロモーション活動

として大手出版社の発行するカードゲーム関連書籍・雑誌・公式ウェブサイトなどの受託制作や、ゲームファン

向けイベントの運営など広く国内のカードゲーム事業に携わっております。加えて近年ではベトナム・インドネ

シアなどの新興市場においてライセンス供与を受け当社が発売元となり海外展開を支援したり、海外市場への販

売代理店契約を締結し海外の小売店への供給を支援するなどの展開を図っております。 
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現在手掛けている TCG の具体的なタイトルは以下のとおりです。 
・バンダイ「DRAGON BALL SUPER CARD GAME」「Chrono Clash」 
・タカラトミー「MAZICA PARTY」 
コンテンツについては約 5 年前に週刊少年ジャンプの連載漫画で担当していたタイトル（BLEACH、ニセコ

イ、暗殺教室、SOUL CATCHAR(S)など）の多くが連載終了するという端境期があり、約 5 年前から新たに関

わっておりますコンテンツが現在収入をもたらしており、今後数年間続くものと期待しております。同時に一昨

年より経費側の削減に成功したことにより、効率的な運営ができる体制となっております。これらにより近年の

好調な成績が実現されました。今後もこれを継続、拡大することで成長をもたらす所存です。 
 
コンテンツ事業の収益推移（5 年） 

単位：千円 2017 年９月期 2018 年９月期 2019 年９月期 2020 年９月期 2021 年９月期 

売上高 473,099 422,852 459,354 512,413 658,294 
セグメント利

益 
△17,101 △66,176 △46,648 97,037 270,981 

 

持分法適用関連会社の行う２事業については以下のとおりです 
Digital Finance 事業は、東南アジアのタイ・カンボジア・ラオス・ミャンマーにおいて消費者向けのリース

や小口金融を行っており、オートバイ等の販売店の取引先や自社店舗を拠点として顧客に対して１～３年程度の

期間で貸付を行い、金利収入を得ております。 

 

Digital Finance 事業の収益推移（5 年） 

単位：千円 2017 年９月期 2018 年９月期 2019 年９月期 2020 年９月期 2021 年９月期 

売上高 9,573,508 9,572,739 8,776,214 7,238,129 5,114,305 
セグメント利

益 
3,650,585 2,205,328 882,131 431,967 134,120 

注）Digital Finance 事業の収益推移につきましては、2021 年９月期までは連結子会社として売上高から業績に

寄与しておりました。 
 
なお、Digital Finance 事業は、Group Lease PCL.が発行した総額 180 百万 US ドルの転換社債保有者であっ

た JTrust Asia Pte.Ltd.から複数の訴訟をシンガポール、タイ、日本において提起されており、これにより事業

が一定程度制限されるあるいは訴訟費用が嵩むなどの事業運営に悪影響を受けております。具体的にはシンガポ

ールにおいては子会社の Engine Holdings Asia PTE.LTD.が１億 95 百万米ドルの暫定的資産凍結命令が、持分

法適用関連会社の Group Lease Holdings PTE.LTD.が１億 30 百万米ドルの暫定的資産凍結命令がそれぞれ発

令され、資金の活用を制限されております。またこれらの訴訟により当社グループの信用が大きく棄損され事業

運営が円滑に進められないなどの間接的な悪影響も受けております。直接的にはこれらの訴訟に対応するための

訴訟費用が当社グループの損益にも悪影響を与えております。詳細につきましてはリスク情報を参照ください。 
 
リゾート事業はタイ王国ピピ島においてスモールラグジュアリーリゾートホテルである Zeavola Resort を運

営しております。欧米の富裕層を中心にした顧客層から支持をうける環境に配慮した循環型のサステイナブルリ

ゾートとして多くの表彰をうける５スターリゾートして、高単価の宿泊・サービス収入を得ております。2020
年よりリゾート事業は新型コロナウィルスの影響により営業停止や大幅な縮小を余儀なくされておりましたが
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2021 年 12 月にタイ政府の入国規制緩和にともない営業を再開いたしました。 
 
リゾート事業の収益推移（5 年） 

単位：千円 2017 年９月期 2018 年９月期 2019 年９月期 2020 年９月期 2021 年９月期 

営業収益 539,350 628,180 574,385 409,513 506,434 
純利益 69,341 110,738 41,017 △37,224 △212,065 

（当社の決算期における取り込み数値の元となる営業収益と純利益に換算しております。） 

 

（2）事業の収益構造 
コンテンツ事業は、主力となるカードゲームや書籍の制作においては成果物の納品により売上高が計上され、

安定的な収益源となります。また TCG 市場売上からのロイヤリティ収入や、書籍増刷による印税収入が受け取

れるものであり取り扱うコンテンツの販売動向や市場環境により変動性があります。 
対応する費用としては、社内に各分野に専門性をもつスタッフを抱える人件費が中心となるほか、社外に発注

した場合の外注費が中心となります。 

 

（コンテンツ事業 2021 年９月期の売上区分） 

 

  

49.1% 

41.0% 

9.6% 

0.3% 

書籍売上 
印税(合算) 
TCG関連 
その他 
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（コンテンツ事業 2021 年９月期の費用区分） 

 
 

なお、持分法適用関連会社の行う事業に関しては下記のとおりです。 
Digital Finance 事業は、貸付けのポートフォリオを積み上げ、３年程度の期間で元本及び利息を回収するこ

とにより、利息部分を売上高計上することとなります。したがってポートフォリオがある程度積みあがった場合、

将来の売上高が保証されることとなります。対応する費用としては、貸倒れのリスクに備え、貸倒引当金を過去

の実績に基づいて繰り入れするほか、貸出に関わる一般経費、借入金の利払い等があります。 
リゾート事業においては、宿泊および飲食・サービス収入が計上されるのに対してサービスを提供する従業員

の人件費・ホテルの設備費用などの固定費に加えて、食品等の仕入れが変動費として発生します。 
なお、これらの持分法適用関連会社の事業については売上高に直接寄与するのではなく、営業外損益の持分法

による投資損益を経由して当社グループの業績に貢献いたします。 

 

■市場環境 
（１）市場規模 
コンテンツ事業は、主に出版関連とＴＣＧの市場があり、出版（書籍・雑誌・電子出版の合計）は年間約１兆

６千億円、ＴＣＧ市場は年間約１２００億円となっております。 
出版市場は長期的に低迷とされておりましたが、当社が中心的に取り組んでいるコミック・ゲーム等の市場は

相対的に堅調であったことに加え、近年では電子書籍市場の大幅な拡大とコロナ禍における巣篭もり需要等もあ

り活況を呈しております。また当社が約 5 年前に獲得した各種コンテンツが書籍・電子書籍・映像などで、現在

全盛期を迎えており、これらが収益に大きく貢献しつつあり、今後数年間継続すると考えております。

65.7% 

12.6% 

21.6% 

労務費計 
製造経費計 
外注加工費計 
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出典：公益社団法人全国出版協会・出版科学研究所「２０２１年版 出版指標 年報」 

 

TCG 市場は 2011 年に国内で 1000 億円を超えピークをつけた後一旦低調でしたが、近年再び市場は拡大に転

じ、2019 年には 1130 億円と再び過去最大を記録しております。出典：日本玩具協会「2020 年度玩具市場規模

調査結果データ（https://www.toys.or.jp/pdf/2021/2020_data_10bunya.pdf」 

 

https://www.toys.or.jp/pdf/2021/2020_data_10bunya.pdf�
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持分法適用関連会社の行う事業に関しては以下のとおりです。 
Digital Finance 事業の主力商品であるオートバイファイナンスに関しては、人口約 7000 万人のタイ王国で

年間約 200 万台規模の販売がされており（出典：タイ AP Honda 社統計）、うち半数がファイナンスによる購

入と推計されています。持分法適用関連会社の進出する各国の人口はカンボジア約 1700 万人ラオス 700 万人ミ

ャンマー5400 万人となりますが、一人あたり GDP はタイに比べて低く世帯あたりのオートバイ保有数も増加

段階であり、ファイナンスによる購入比率も発展途上にあります。これら新興市場は今後中長期的な観点では経

済成長とともにファイナンス利用率の向上は確実視されており、オートバイ以外の商材へのファイナンスも含め

て、大きく成長性が見込まれるものです。 
 
リゾート事業が行われているタイ王国は世界的にも有力な観光国であり 2019 年には約 4000 万人の外国人旅

行者を獲得しております。しかしながら新型コロナウィルスの感染拡大により厳しい入国規制がされたことから

観光市場は深刻なダメージを受け、2020 年以降多くの事業者が運営を停止することを余儀なくされました。し

かしながら 2021 年下半期にワクチン接種の浸透と伴ってタイ政府により開国方針が発表されており、政府によ

ると 2022 年以降に急速な回復が見込まれるものとされております。 
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出典:経営ナレッジ（山田コンサルティンググループ） 
https://www.ycg-advisory.jp/learning/oversea_102/ 

 

（2）競合環境 
コンテンツ事業において主力となる書籍の制作においては、国内に小規模なものを含めて多数の事業者があり

各社がそれぞれの専門領域に注力し細分化している市場となっております。その中で当社はコミックやゲームに

関する書籍の制作に特徴をもち、大手出版社等とのコンテンツホルダーとの長期的な取引関係を維持することで

有力タイトルを取り扱うことのできる 1 社としてのポジションを確保しております。 
TCG カードゲームに関してはゲーム制作をルール設計からデザイン等も含めて受託制作する事業者は国内で

数社程度にとどまり、当社はカードゲーム草創期からの歴史をもつ事業者の一社として業界内での評価をうけて

おり、技術力および運営ノウハウにおいて確固とした地位を確立しております。 
参考：総務省 「メディアソフトの制作及び流通に関する調査研究報告書」 

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000562923.pdf） 
株式会社矢野経済研究所「アナログ（非電源系）ゲーム市場レポート２０２１」 

 

持分法適用関連会社の行う事業においては以下のとおりです。 
Digital Finance 事業の競合環境は市場ごとに多岐に渡っておりますが、最大規模の事業であるタイのオート

バイファイナンスにおいては、約１０社の主要な競合企業があり当社は大手の１社として各社と激しい競合関係

にあります。一方で近年 Group Lease PCL が進めてきたタイ周辺の新興国市場においては３社から５社程度の

競合がありますが、同様に新市場に進出したタイ国内の競合企業と比べても当社グループが早期に進出したこと

もあり相対的な優位を保って事業を展開しております。今後の市場環境の改善と各国の経済成長とともに事業成

長を牽引することが期待されております。 
リゾート事業において、観光大国であるタイには多数のホテルが存在しておりますが、当社グループのリゾー

トはその立地および市場におけるポジショニングにおいて差別化してまいりました。タイ南部ピピ島はプーケッ

ト島・サムイ島といったタイ国内トップクラスのビーチリゾートと並ぶ知名度を誇りますが、リゾートの立地す

るピピ島レムトンビーチは少数のホテルのみが立地し今後の開発余地がない地域であるとともに、当リゾートは

その中でも最大のプライベートビーチを保有しております。また環境循環型のサステイナブルリゾートとして国

際的な表彰を多数受賞し、タイ政府の支援を受けた UNESCO のサステイナブル・ツーリズムの加盟ホテルとし

て富裕層向けのホテル市場において差別化した事業展開を続けております。 

 

■競争力の源泉 
（１）経営資源・競争優位性 
コンテンツ事業の競争優位性については前項に記述のとおり、国内エンターテイメント市場において重要なコ

ンテンツの創出母体となる大手出版社やゲーム会社等との長期間に渡る関係を元に、有力なコンテンツを草創期

から取り扱ってきた点にあります。常時生み出されるコンテンツから有力なタイトルについてのプロモーション

等を多方面で支援する体制を整えていることが持続的な競争優位を保つ要因として機能するものです。一般的に

は当社の事業実績は対外的に公表をしない経営方針をとっておりますが 2019年には国内最大の興行収入を計上

したアニメーション映画の広告協力を行ったことや世界市場で最大規模のシェアを持つカードゲームの制作を

担当していることなどの実績を有しております。 
 
持分法適用事業に関する優位性は下記のとおりです。 
Digital Finance 事業は、東南アジアの新興市場において各国で早期に事業展開を行っていること、および競

https://www.ycg-advisory.jp/learning/oversea_102/�
https://www.soumu.go.jp/main_content/000562923.pdf�
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合他社と比べ低い固定費で事業展開ができるビジネスモデルであることを強みとしております。 
例として主力であるオートバイファイナンスにおいて POS とよばれる営業拠点を取引先オートバイディーラ

ーの店舗内に設置して営業活動を行っていますが、地方に原則として自社店舗を持たず、貸付の審査・承認など

の機能も本社で一括、インターネットと自社ソフトウェアを通じたネットワークによってすべてのプロセスを完

了することで最低限の固定費で地方展開を実現しております。当該 POS と携帯端末とをネットワーク接続する

自社開発システムは、審査結果が通常 30 分程度で出るなど他社に比べて優位性を持っております。 
リゾート事業については、運営する Zeavola Resort はサステイナブルリゾートとして世界的なホテルアワー

ドを多数受賞した実績を有し、独自のポジションを築くことで長年 Tripadviser 等の旅行サイトにおいてもピピ

島地域における最高評価を受けつづけてまいりました。新型コロナウィルスの感染拡大により旅行市場が大幅な

影響を受けましたが、今後市場の回復とともに同ホテルの優位性が業績回復に大きく寄与すると期待しておりま

す。 
2019 年に受賞したホテルアワードについては以下の LINK を参照ください。 
http://www.wedge-hd.com/cms_v2/assets/files/NEWS/2019/p20191125.pdf 
 

■事業計画 
（１）成長戦略 
コンテンツ事業については、出版関連については従来より強みとしていた大手出版社との関係性を引き続き維

持強化しつつ、中長期的な収益源となりうる新規のコンテンツタイトルの獲得を図っていくことが成長戦略の基

盤となります。加えて Web メディアや SNS の運営など、従来の出版・編集の領域を超えた分野における能力を

強化していくことで幅広いコンテンツをプロデュースする能力を開発、取引先に提供することで業界内における

事業基盤の強化を図っております。 
ＴＣＧについては従来からの業界内における評価をもとに新規の取引先を含むゲーム開発メーカーへの積極

的な営業活動を行って、取り扱いタイトル数を増加させるとともに、当社グループの海外展開におけるノウハウ

を活用し、取引先商品の海外展開を代理店契約やライセンス契約を通じて支援することで、取引先の多方面にお

ける事業パートナーとしての独自のポジションを一層強化する取り組みを続けております。また既存タイトルに

ついては一定程度の資源を投入することにより、継続的に「金の成る木」として収益を確保できるようにしてま

いります。 
 
持分法適用関連会社の事業については以下のとおりです。 
Digital Finance 事業は、創業国であるタイ以外の国での展開を進めており、カンボジア、ラオス、インドネ

シア、ミャンマー、スリランカでのファイナンスを行ってまいりました。前述のとおり新興市場においては特に

農村部での事業展開に強みをもち展開しておりました。 
しかしながら 2020年から 2021 年にかけては新型コロナウイルス感染防止政策の影響が特に Digital Finance

事業に大きく影響を与えることとなりました。特に 2021 年にかけ東南アジア全域に拡大したデルタ株の影響か

ら、全市場においてロックダウンが断続的に続けられることとなり大幅な経済的影響が発生しております。また

進出国の一つでありましたミャンマーでは 2021 年 2 月のクーデターにより政治的な混乱が深まり一時的に事業

停止を余儀なくされました。また最も東南アジア域内で感染状況がもっとも深刻であったインドネシアにおいて

は、2021 年９月より今後の貸付活動を停止し投資回収に注力することといたしました。そのような情勢を鑑み、

同事業では今後の各国の状況を適切に見極め、当面は保守的な営業活動を進めております。本来当社は新興市場

にいち早く事業展開することで今後のファイナンス利用の浸透が見込まれる市場の恩恵を最大限享受できるポ

ジションを確保しておりますので 2022 年以降、情勢の安定化とともに再び事業ポートフォリオの拡大を進めて

いく見込みとしております。2021 年９月期までのロックダウンが今後解除されていくことにより、Digital 

http://www.wedge-hd.com/cms_v2/assets/files/NEWS/2019/p20191125.pdf�
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Finance 事業の業績は徐々に回復していきますが、今後は利払い費用が大幅に削減されること（前期の社債利息

７億 29 百万円）、のれん減損処理を行ったことによりのれん償却相当額が削減されることから、当社に取り込

む際の持分法による投資損益はこれまで以上にプラス方向に振れることを想定しております。 
リゾート事業においても新型コロナウイルス感染拡大の結果営業停止が続いておりますが、現在入国規制の緩

和が続いており 11 月以降大幅に観光市場が回復するとするタイ政府の見通しもあることから 2022 年を通じて

事業を正常化させ、再び成長軌道に乗せることを目標としております。リゾート事業の営業状況が正常化した場

合、コロナの影響を全く受けていない過去の取り込み利益は 2017 年９月期では 44 百万円、2018 年では 70 百

万円、2019 年では 26 百万円を計上しておりました。今後は、固定資産の減損処理を行ったことにより減価償却

費が削減されることから、過去に取り込んだ利益よりもプラス方向に振れることを想定しております。 

 

（２）経営指標 
コンテンツ事業の経営指標は、１）新規タイトルの獲得数および２）主たる収益事業における受託案件に関す

る限界利益額、を基準として運営しております。前述のとおりコンテンツ事業の中核的競争力は有力なコンテン

ツタイトルの継続的な獲得による中長期的な取り組みが必要となることから、現時点での収益にとらわれること

なく将来的な収益源を育成することが求められていることによります。 
コンテンツ事業の費用区分で示したとおり、費用の大部分が労務費・経費といった所謂固定費が主体となって

おります。したがって、売上高から変動費である外注費を差し引いた限界利益が固定費を上回ることにより、粗

利益が出せる構造となっております。このため限界利益額を基準としております。 
 
持分法適用関連会社のおこなう事業に関しては下記のとおりです。 
Digital Finance 事業については、１）ポートフォリオ（貸付残高）、２）NPL 比率（不良債権比率）、３）新

規契約数を各市場の商品ごとに指標として管理しております。同事業は貸付残高の蓄積により持続的に収益を計

上するビジネスモデルとなりますが、大きな費用変動要因となる不良債権が想定内に抑えられているかどうかを

モニターすることで、事業の健全性を図りながら収益拡大を図ることが要諦となるためです。 
リゾート事業においては一般的なホテル事業の経営指標となります REVPER (平均稼働客室単価)を軸として

その要素である稼働率および客室単価を経営指標として管理しております。 
 
（３）利益計画及び前提条件 
当社グループの事業環境は近年子会社等が増加したことや、各国のコロナウイルス感染拡大の影響、並びにシ

ンガポール、タイ、日本において係争中となっている訴訟案件が複数あることなど、利益計画を精査可能な状況

ではないことから、業績見通しの公表も差し控えております。 

 

（４）進捗状況 
 初回の開示となることから開示するべき内容はありません。 
 次回の更新時期は 2022 年９月期の決算内容が確定し、それらの内容を分析検討したうえで、2022 年 12 月中

に実施する予定です。 

 

■リスク情報 
（１）認識するリスク 
適時開示および有価証券報告書等にて開示しておりますとおり、当社の持分適用法関連会社の行う事業および

当社が行うコンテンツ事業において下記のリスクを認識しております。 
①持分法適用関連会社である Group Lease Holdings PTE.LTD.が保有するタイＳＥＣ指摘ＧＬＨ融資取引に関
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する影響について 
当社持分法適用関連会社Group Lease PCL.（以下、「ＧＬ」という。）の子会社Group Lease Holdings PTE.LTD.

が保有する貸付債権等（以下、「ＧＬＨ融資取引」という。）に関連して、ＧＬは、2017 年 10 月 16 日及び同月

19 日に、タイ証券取引委員会（以下、「タイＳＥＣ」という。）からＧＬ元役員の不正行為や利息収入の過大計

上などの指摘を受けました。当該タイＳＥＣ指摘ＧＬＨ融資取引については、この問題の発覚時の 2018 年３月

期決算において、全額損失処理済ですが、タイ法務省特別捜査局（以下、「タイＤＳＩ」という。）による調査が

継続しております。現在も未解決事項となっており、当社グループは、タイＳＥＣの指摘の根拠を特定すること

はできておりません。また、当該タイＳＥＣ指摘ＧＬＨ融資取引に関連し、JTRUST ASIA PTE.LTD.からタイ

王国及びシンガポール共和国等で、各種の訴訟が提起され係争中となっております。 
 

②JTRUST ASIA PTE.LTD.等との係争について 
当社持分法適用関連会社であるＧＬが発行した総額１億 80 百万米ドルの転換社債保有者であった JTRUST 

ASIA PTE.LTD.（以下、「ＪＴＡ」という。）は、ＧＬがタイＳＥＣから 2017 年 10 月 16 日及び同月 19 日にＧ

Ｌ元役員の不正行為や利息収入の過大計上、関連する決算の訂正などについて指摘を受けたことに起因し、タイ

王国及びシンガポール共和国において当社グループに対して各種の訴訟を提起しており、一部終結に至ったもの

の、現在も係争中となっております。 
 
これらの係争等の結果次第では、当社グループの経営等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③コンテンツ事業のリスク 
日本国内の人口減少と少子高齢化による市場縮小並びに海外市場における漫画やアニメ等の台頭による日本

コンテンツの地盤低下があげられます。 
上記以外のリスクは、有価証券報告書の「事業等のリスク」を参照ください。 

 

(2)リスク対応策 
当社グループでは、上記の事象が発生しておりますが、これらについて、継続企業の前提に関する重要な不確

実性は認められないと判断しております。 
①に記載した事項に関しましては、当社グループといたしましては、引き続き、タイＳＥＣやタイＤＳＩに対

し、当社グループの正当性を主張しつつ、タイＤＳＩの捜査に全面的に協力してまいります。 
②に記載した事項に関しましては、当社グループでは、法律専門家の意見等も踏まえ、ＧＬがＪＴＡとの契約

に違反したことや、契約上も転換社債を即時返済する義務はないものと認識しており、当該要求は法的に無効と

考えております。 
ＧＬ及び当社といたしましては、法律顧問と相談し検討を進めており、上記の訴訟についてはいずれも事実に

基づかない不当なものであると考えており、ＧＬ及び当社といたしましては、当社グループの正当性を主張すべ

く粛々と法的対応を進めてまいる所存であり、ＪＴＡに対し必要かつ適切な法的処置をとってまいります。 
③に記載した事項に関しましては、日本国内での競合が減少している結果、残存者利益が明確にあり、当社は

特に組織力と技術力、人員の常設性に優位性があるため、今後も成長可能性があると考えております。また東南

アジアにおけるコンテンツ事業展開も粘り強く推進しており、将来の成長ポイントとなると考えております。 

 

以 上 


